
付 録 
 
本研究で行ったｹｰｽｽﾀﾃﾞｨに基づく業務ﾌﾛｰ図の作

成事例，及び，主な資源とその分類の例を付録１に，

また，ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾊﾟｸﾄ分析及びﾘｽｸ評価を行う際に有益

と考えられる作業ｼｰﾄのﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄを付録2に示す． 
 
付録１ 港湾運営の業務フロー図及び分類別資源抽出例 

 
1-1 港湾運営の業務フロー図作成事例（ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの場合） 

 

 

 

 

 

（ｺﾝﾃﾅ船入出港・船内荷役）

コンテナ船
の入港

A1

錨泊

A2

コンテナ船
回頭・接岸

A3

コンテナ船運航
スケジュール

航路
水先案内人、
タグボート、
ｻｰﾋﾞｽﾎﾞｰﾄ、
船舶代理店職員、
船舶航行管制信号機

事前検疫手続き、船舶保安情報通報
出入国報告書提出、入港届、
マニフェスト提出、

危険物取扱届出（注1）

航路航行

回頭泊地
岸壁、

港湾保安施設、
タグボート、
綱取作業員

船舶到着

船内荷役

A4

岸壁、ｴﾌﾟﾛﾝ
ｶﾞﾝﾄﾘｰ・ｸﾚｰﾝ、

元請港運（本船
荷役担当）、

ｶﾞﾝﾄﾘｰ・ｸﾚｰﾝ・ｵ
ﾍﾟﾚｰﾀｰ，
船内荷役作業員

接岸許可

ベイプラン
（本船揚げ・積み計画書）

離岸・出港

A5

航路、回頭泊地
岸壁、タグボート
綱取作業員、
水先案内人、
ｻｰﾋﾞｽﾎﾞｰﾄ
船舶代理店職員

出港許可、
出入国報告書提出
出港届
入出港運航調整

出港

錨泊指示

錨地指定

（荷
揚
げ
）

荷役完了

＊＊＊

（荷
積
み
）

検疫錨地
ｻｰﾋﾞｽﾎﾞｰﾄ

再入港

検疫錨地への移動

回頭泊地
進入

接岸終了

荷役準備
終了

離岸準備
終了

※ベイプラン（本船積み計画書）：ゼネラルプラン、ヤードプラン、シーケンス等
を含む計画書
注1 危険物取扱届出：消防法・港則法関連措置（積み付け、ﾔｰﾄﾞ保管に関す
る船舶代理店による届け出、港長による確認行為）
注2 元受港運は、①船舶代理店（入出港手続き、マニフェスト提出・危険物取

扱確認、綱取り手配等）、②本船荷役担当（船内荷役段取り、ﾄﾗｸﾀｰ運転手･
ﾔｰﾄﾞｼｬｰｼ手配等）、③ターミナル運営担当（RTGｵﾍﾟﾚｰﾀｰ、ﾄｯﾌﾟﾘﾌﾀｰ、ﾌｫｰｸﾘﾌ
ﾄ等機器及びｵﾍﾟﾚｰﾀｰ手配、危険物保管許可取得等）を担務。

蔵置ｽﾛｯﾄ
へ横持ち

（ｺﾝﾃﾅ輸入・ﾔｰﾄﾞ搬出）

沿岸荷役

ﾔｰﾄﾞ管制
ベイプラン
（本船揚げ計画書）
検数

ﾀｰﾐﾅﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ・
ｼｽﾃﾑ

元受港運（本船荷役
担当）、
沿岸荷役作業員、
ﾄﾗｸﾀｰ、ﾔｰﾄﾞｼｬｰｼｰ
ﾄﾗｸﾀｰ運転手
ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ、
ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰｵﾍﾟﾚｰﾀｰ

・通関・検疫

通関検査
検疫検査

税関検査場、X線検査装置
検疫施設
元受港運（ﾀｰﾐﾅﾙ運営担当）
沿岸荷役作業員
税関職員、検疫職員
ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

・蔵置

ﾔｰﾄﾞ管制、危険物蔵置
許可(注1）、ベイプラン
（本船揚げ計画書）
通関・検疫手続き

ﾀｰﾐﾅﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ・
ｼｽﾃﾑ、ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ
ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰｵﾍﾟﾚｰﾀｰ、

港運（ﾀｰﾐﾅﾙ運営担
当）、ﾄﾗｸﾀｰ、ﾔｰﾄﾞ
ｼｬｰｼｰ、
ﾄﾗｸﾀｰ運転手
ｺﾝﾃﾅ蔵置ｽﾛｯﾄ、
ﾘｰﾌｧｰｺﾝｾﾝﾄ

・引き渡し

ｺﾝﾃﾅ引き
渡し指示

ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ

ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰｵﾍﾟ
ﾚｰﾀｰ

・ｹﾞｰﾄ ﾁｪｯｸ
ｱｳﾄ

ｺﾝﾃﾅ引き渡し手続
出構手続き

ﾁｪｯｸｱｳﾄｹﾞｰﾄ
ｹﾞｰﾄｸﾗｰｸ
臨港道路

＊

・ｹﾞｰﾄ ﾁｪｯｸ
ｲﾝ

通関手続き情報、
入構手続き、
ｺﾝﾃﾅ引き取り書
運転手IDﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾗｶｰﾄﾞ（引渡ﾚｰﾝ指示）

臨港道路、
Sea-NACCS
ﾁｪｯｸｲﾝｹﾞｰﾄ
ｹﾞｰﾄｸﾗｰｸ

引取り予約

ﾄﾗｯｸ到着

引取りﾄﾗｯｸ
入構

荷揚げ

B1

B2

B3

B4

B5

通関・検疫
場所横持ち

通関・検疫
場所仮置き

通関・検疫
検査終了

ﾄﾗｯｸ
積込み

ｹﾞｰﾄ
到着

ﾄﾗｯｸ
到着

※ベイプラン（本船積み計画書）：ゼネラルプラン、ヤードプラン、
シーケンス等を含む計画書
※船舶代理店の届出情報に基づき、DICTがヤード管理（RTGへの

蔵置・積み出し等指示、ﾘｰﾌｧｰｺﾝﾃﾅ管理）、ﾁｪｯｸｲﾝ・ﾁｪｯｸｱｳﾄ作
業等を管理。

B6



 

 

1-2 資源抽出，分類事例（直接資源） 

 

・通関・検疫

（ｺﾝﾃﾅ輸出・船積み）

・ｹﾞｰﾄ ﾁｪｯｸ
ｲﾝ

入構手続き
引受け番号
運転手IDﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾗｶｰﾄﾞ（引渡ﾚｰﾝ指示）
ｺﾝﾃﾅ・ﾀﾞﾒｰｼﾞﾁｪｯｸ

Sea-NACCS
ﾁｪｯｸｲﾝｹﾞｰﾄ
ｹﾞｰﾄｸﾗｰｸ

臨港道路

通関検査
検疫検査

税関検査場、X線検査装置
検疫施設
元受港運（ﾀｰﾐﾅﾙ運営担当）
沿岸荷役作業員
税関職員、検疫職員
ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

・蔵置

ﾔｰﾄﾞ管制、
危険物蔵置許可
ベイプラン
（本船積み計画書）
通関・検疫手続き

・沿岸荷役

ﾔｰﾄﾞ管制
ベイプラン（本船積み計画書）
検数

ﾄﾗｸﾀｰ、ﾔｰﾄﾞｼｬｰｼｰ
ﾄﾗｸﾀｰ運転手

元受港運（本船荷役・ﾀｰ
ﾐﾅﾙ運営担当）

・ｹﾞｰﾄ ﾁｪｯｸ
ｱｳﾄ

出構手続き

ﾁｪｯｸｱｳﾄｹﾞｰﾄ
ｹﾞｰﾄｸﾗｰｸ
臨港道路

搬入予約
ﾄﾗｯｸ到着

＊＊
荷積み

搬入ﾄﾗｯｸ出構

C1

C3

C5

C4

C2

搬入ﾄﾗｯｸ
入構

蔵置ｽﾛｯﾄ
到着

空ﾄﾗｯｸの
ｹﾞｰﾄ到着

通関・検疫
場所横持ち

通関・検疫場
所仮置き

通関・検疫
終了

※ベイプラン（本船積み計画書）：ゼネラルプラン、ヤー
ドプラン、シーケンス等を含む計画書
※蔵置：コンテナ蔵置スロットまでの荷役作業

ﾀｰﾐﾅﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ・ｼｽﾃ
ﾑ、ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ
ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰｵﾍﾟﾚｰﾀｰ、

元請港運（ﾀｰﾐﾅﾙ運営担
当）、
ﾄﾗｸﾀｰ、ﾔｰﾄﾞｼｬｰｼｰ、
ﾄﾗｸﾀｰ運転手
ｺﾝﾃﾅ蔵置ｽﾛｯﾄ、
ﾘｰﾌｧｰｺﾝｾﾝﾄ

蔵置場所への
再横持ち

分類区分 記号 分類区分 記号

外部供給 OS 電力 （施設・設備） FE ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ

OS 通信 FE ｺﾝﾃﾅ蔵置ｽﾛｯﾄ

OS 水道 FE ﾘｰﾌｧｰｺﾝｾﾝﾄ

OS 燃料油 FE ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰ

OS ガス FE ﾄｯﾌﾟﾘﾌﾀｰ

FE ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

FE ﾘｰﾁｽﾀｯｶｰ

人的資源 HR 税関職員 FE 税関検査施設

HR 検疫職員 FE 検疫検査施設

HR 入管職員 FE ﾁｪｯｸｲﾝｹﾞｰﾄ

HR 港湾管理者職員 FE ﾁｪｯｸｱｳﾄｹﾞｰﾄ

HR 海上保安部職員 FE 臨港道路（トンネル・橋）

HR 水先案内人 FE 港湾保安施設

HR 検数・検量人 FE 船舶航行管制信号機

HR 元請港運職員

HR 船舶代理店職員

HR 元請港運(本船荷役担当)
HR 元請港運(ターミナル運営担当) 情報・通信ｼｽﾃﾑ ICT SeaNACCSｼｽﾃﾑ

HR 綱取作業員 ICT 港湾入出港手続きｼｽﾃﾑ

HR 船内荷役作業員 ICT ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

HR 沿岸荷役作業員 ICT 港湾保安管理ｼｽﾃﾑ

HR ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝｵﾍﾟﾚｰﾀｰ ICT ﾎﾟｰﾄﾗｼﾞｵ

HR ﾄﾗﾝｽﾃﾅｰｵﾍﾟﾚ-ﾀ-
HR ﾄﾗｸﾀｰ運転手

HR ｹﾞｰﾄｸﾗｰｸ

HR ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ担当員 建物・ｵﾌｨｽ BO 税関事務所

HR 航行管理ｾﾝﾀｰ職員 BO 入国管理事務所

BO 検疫事務所

BO 埠頭管理事務所

BO 港長事務所

施設・設備 FE 航路 BO 航行管制所
FE 検疫錨地 BO ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

FE 回頭泊地 BO 水先人会事務所

FE ﾀｸﾞﾎﾞｰﾄ BO 検数・検量事務所

FE ｻｰﾋﾞｽﾎﾞｰﾄ BO 元請港運現場事務所

FE 岸壁 BO 船舶代理店事務所

FE ｴﾌﾟﾛﾝ BO ﾏﾘﾝﾊｳｽ

FE ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ

FE ﾄﾗｸﾀｰ

FE ﾔｰﾄﾞ・ｼｬｰｼｰ

資源分類
資源名

資源分類
資源名



付録２ BCP作成のための分析作業用テンプレート 

 本稿で紹介した大阪港夢洲コンテナターミナル及びチリ国イキケ港において実施したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾊﾟｸﾄ分析

（BIA）及びﾘｽｸ評価（RA）の作業ｼｰﾄは，他の港湾におけるBCPの検討に際しても有益なものとなると期待さ

れる事から，そのﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄをいかに示す． 
 

Ⅰ．BIA用作業ｼｰﾄのﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 

 

補足説明）事業を実施する者にとって災害とは，その活動に必要な「資源」が失われ，利用が制約されること

を意味する．従って，災害後であっても事業主体が存続していくため，限られた事業資源を生産やｻｰﾋﾞｽの提

供のための活動にどうふり向けるかがBCPを検討する際には大きな課題となる．このような観点から，BIAの

実施の最初のｽﾃｯﾌﾟとして，事業者が災害後も存続していく上で最も重要な1ないし複数のﾋﾞｼﾞﾈｽを中核業務（ｺ

ｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ）として絞り込む必要がある． 
本作業ｼｰﾄは，一般の企業BCP作成時によく用いられる中核業務の特定のための様式で，事業を構成する主

な業務について，それらの業務が事業主体にとってどのような重要性を持つかを検討するためのものである．

一般に「視点」の欄には，将来の発展性や競争力，市場シェア，収益性，損失/賠償，顧客の信頼性等の項目

が選ばれる場合が多い．また，「ｲﾝﾊﾟｸﾄ又は脅威」の欄では，これらの項目ごとに，業務が停止した場合にど

のような負のｲﾝﾊﾟｸﾄが発生するかをあらかじめ設定しておく．これらの「ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの基準」に従って，それぞ

れの主要な業務について，負のｲﾝﾊﾟｸﾄの度合いを，A=高い [2点]， B=普通 [1点]， C=低い [0点]で採点し表

に記入していく． 
港湾物流についてのｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準としては，以下のようなものが考えられる． 

  

視点 インパクト又は脅威

特定/非特定 特定/非特定 特定/非特定 特定/非特定 特定/非特定 特定/非特定

作業シート01:  中核業務のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

影響度: A=高い [2点], B=普通 [1点], C=低い [0点])

対象業務の名称と評価ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの基準

総得点

BCPの中核業務としての特定/非特定

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

港湾物流におけるｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの基準の例

視点 インパクト又は脅威

将来の発展性
①港湾貨物量、旅客輸送、その他のターミナルの事業活動に悪影響。

②国内外におけるターミナルの市場戦略に悪影響

港湾の競争力 近隣港湾や陸上輸送との競争力を喪失。

市場シェア
港湾貨物取扱いの停止によって出荷の減少や迂回輸送を余儀なくされる荷主企業が国内外で市場
競争に敗退、業務縮小。

収益性 ターミナルが扱う収益性の高い顧客や貨物を喪失

損失/賠償 港湾ｻｰﾋﾞｽ停止に伴う収益減少や荷主への補償・賠償によってターミナルの財務体質が悪化。

顧客の信頼性 船社等利用者の信頼性の喪失。



 
補足説明）本作業ｼｰﾄには，業務ﾌﾛｰ分析から得られた一連の事業活動を一覧表示する． 
 

 
補足説明）本作業ｼｰﾄでは，業務ﾌﾛｰ分析によって抽出された，i)事業活動に用いられる資源（事業資源）及び

ii)制御に用いられる資源（制御資源）を，事業活動毎に直接必要な資源（直接資源）として重複を除いて整理

する． 

作業シート02:  業務ﾌﾛｰを構成する事業活動一覧

中核業務　（　　　　　　　　　　　　　　　）

事業活動数　（　　　　　　　　　　）

事業活動番号

A1

A2

事業活動

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

作業シート 03:　事業活動必要資源の抽出

制御に必要な資源 事業活動に必要な資源

A1

A2

直接資源

入力 出力番号 事業活動 制御 制御機関

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：



 

補足説明）本作業ｼｰﾄでは，作業ｼｰﾄ 3 で抽出された直接資源を，㋐外部供給（OS），㋑人的資源（HR），㋒

施設・設備（FE），㋓情報通信（ICT），㋔建物・ｵﾌｨｽ，5 分類に仕分ける．資源の分類作業を行うことによ

って，資源の管理や資源確保上の隘路の発見等の以降の作業が容易となることが期待される． 
 

 

補足説明）本作業ｼｰﾄでは，資源分類別に整理された直接資源について，これらの資源が事業活動に有効に利

用される上で依存関係を有する資源を，外部供給，人的資源，施設・設備，情報通信，建物・ｵﾌｨｽの5分類ご

とに抽出する．依存関係を有する資源には，他の直接資源の他，それ以外の資源（間接資源）が含まれる． 
 

作業シート 04:事業活動必要資源の分類

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・ｵﾌｨｽ

A1

A2

番号
直接資源（制御資源及び事業活動資源）

事業活動 制御機関 入力 出力制御

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

作業ｼｰﾄ 05: 資源相互の依存関係の抽出

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・ｵﾌｨｽ

直接資源が依存する資源
資源
分類

No. 直接資源 資源管理者

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：



 
補足説明）作業ｼｰﾄ6では，表の1~3列目に分類別の直接作業を記入し，4列目には作業ｼｰﾄ5において抽出された

直接資源が依存する資源（依存資源：直接資源及び間接資源）の項目名を記入する．また表の1~3行目には依

存資源名を分類別に並べて記入する．表の5列目の4行目から始まるﾏﾄﾘｯｸｽ部には，各直接資源が依存関係を有

するとき「1」，有しない時は「0」を記入し，直接資源の依存関係ﾏﾄﾘｯｸｽを作成する． 
 

 
補足説明）作業ｼｰﾄ7では，MTPDの決定とこれに基づくRTO，RLOの算定を以下の手順で行う． 

① [対象]の欄には，中核業務名と荷主，船社等の主な利害関係者名を記入し，事業継続の要請がどこか

ら寄せられるかを明らかにしておく． 
② [港湾機能停止による影響度指標]の欄では，まず，主要な利害関係者の要請を忖度しつつ，中核業務

の将来性に最も重要な事項（港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ）を選定した上で，影響度指標を「小」，「中」，

「大」と大まかに決定する． 

作業ｼｰﾄ 06: 資源の相互依存マトリックス No.

非依存資源の分類

非依存資源名

資
源
分
類

No.

直接資源
直接資源が依存する

資源

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

作業ｼｰﾄ 07:中核業務のMTPD並びにRTO及びRLOの決定

[対象] [港湾機能停止による影響度指標] [リードタイム]

小（L） 中（M） 大（H）
BCP発動　

(日)
施設供用
準備　(日)

(例)
影響は無
し、又は限
定的

(例)
影響は一
時的で、回
復可能

(例)
影響が長期
化、回復困
難

3日以内 1週間以内 2週間以内 1カ月以内 2ヵ月以内 3ヵ月以内 半年以内 MTPD (日) RLO

1

2

3

4

中核業
務名

主な利
害関係
者

No.
港湾機能継続

ターゲット

港湾機能停止による影響度評価 顧客の許容度評価

RTO (日)

港湾機能継続
ターゲット

（○○コンテナターミナルの運
営）

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：



③ [ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ]の欄では，BCP発動までに要すると考えられる時間及び施設・設備等の機能が回復した後

に港湾物流ｻｰﾋﾞｽの用に供するまでの時間遅れを記入する． 
④ 港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ毎に，港湾機能停止による影響度評価を行い，影響度が「中」から「大」に変

わる時点をMTPDとする．MTPDからﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを差し引いて，RTOを算定する． 
⑤ 港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ毎のRLOは，民間企業のBCPにおいては，しばしば稼働率（％）等のマクロな

指標で示されるが，港湾物流においては，それぞれの港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄが対象とする船舶の大き

さや荷役形態に応じた具体の施設，機能，ｻｰﾋﾞｽ等の内容を記入する必要がある． 
 

 
補足説明）作業ｼｰﾄ8では以下の手順で港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ毎のRLOを達成するための資源を抽出する． 

① 平常時を念頭に置いて作成した業務ﾌﾛｰ図からRLOの達成上必要な資源以外のものを消去する． 
② 上記①の資源を事業活動毎に抽出し，資源分類欄に記入する． 

 

 

作業ｼｰﾄ 08: 中核業務の詳細RLOの決定

[主要な機能回復目標 ] 

No.
港湾機能
継続ターゲット

目標機能復旧水準
(RLO)

1

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・ｵﾌｨｽ

A1

A2

機能回復を要求される資源項目/回復ﾚﾍﾞﾙ
事業活動区分

事業活動区分別の具体の
RLO

目標機能復旧時間
（RTO：日)

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

作業ｼｰﾄ 09: 港湾機能継続ターゲット別、分類別資源一覧

港湾機能継続ターゲット　No.　（　　　　　）

外部供給資源数： （　　　） 人的資源数： （　　　） 施設・設備資源数： （　　　）

必要資源項目 運営資源のRLO 必要資源項目 運営資源のRLO 必要資源項目 運営資源のRLO

情報・通信資源数： （　　　） 建物・ｵﾌｨｽ資源数： （　　　）

必要資源項目 運営資源のRLO 必要資源項目 運営資源のRLO

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：



Ⅱ．リスク評価用作業シートのテンプレート 
 

 
補足説明）作業ｼｰﾄ10では，作業ｼｰﾄ5までの作業で抽出・整理した平時の業務遂行に必要とされる資源と，作

業ｼｰﾄ8及び9で整理した港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ別資源を1表上で対比するものである．表の1~3列に並べられた平

常時の資源に対して，4列以下では各港湾機能継続ﾀｰｹﾞｯﾄ別にその資源が必要とされるか否かと言う情報と，

必要とされる場合にあってはその復旧水準（RLO）を記入する． 
 

 

補足説明）作業ｼｰﾄ11では，平時の業務遂行に必要とされる資源について，資源に対するBCPが想定するﾊｻﾞｰﾄﾞ

の具体の作用内容と，その結果として資源がこうむる可能性のある被害の想定及びそれが業務遂行機能に及ぼ

す影響を整理する．これらの情報を基に，以降の作業ではそれぞれの資源についてRLOを満たすための復旧時

間（予想復旧時間）の見積りを行う． 
 
 

作業ｼｰﾄ10: 運営資源の整理（平常時及び港湾機能継続ターゲット別）

資源
分類

No.
資源の
要・不要

資源別の復旧水準
資源の
要・不要

資源別の復旧水準
資源の
要・不要

資源別の復旧水準

港湾機能継続ターゲット　3港湾機能継続ターゲット　2
平常時の必要

資源

港湾機能継続ターゲット　1

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

資源
分類

No. 資源の被害想定 港湾機能喪失／低下の内容

作業ｼｰﾄ11:運営資源の脆弱性評価

平常時の必要資源 ハザードの内容

港湾運営リスク

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：



 
補足説明）本作業ｼｰﾄでは，作業ｼｰﾄ10及び11の情報に基づき，各資源の予想復旧時間をRLO毎に求める．その

際，RLO達成のための具体の復旧方法や復旧に要する費用，そのために必要となる事前準備や制度的枠組み等

を推奨される改善策として記入しておくと，より円滑で効率的，効果的なBCPの実施が期待できる．本ｼｰﾄは，

港湾機能ﾀｰｹﾞｯﾄ毎に作成する必要がある． 
 

 

補足説明）本表は，作業ｼｰﾄ6で作成した資源の相互依存ﾏﾄﾘｯｸｽを用いて，個々の資源の予想復旧時間（PRT）
を依存性を考慮した予想復旧時間（PRT*）に変換し，機能継続目標別のRTOと比較するための作業ｼｰﾄである．

作業ｼｰﾄ12:機能復旧戦略

（１～３を記入）

復旧の
要・不要

復旧目標（RLO） 具体の復旧方法案
復旧予想時間

（PRT：日)
復旧に要する
費用（百万円）

推奨改善策
（緊急機能復旧/代替機能復旧）

平常時の運営資源

機能復旧戦略機能復旧の要請
資源
分類

No.

港湾機能継続ターゲット

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

作業ｼｰﾄ13: 依存性を考慮した予想復旧時間と隘路度の算定

資源の
要不要

隘路度
資源の
要不要

隘路度

注）　PRT*：他資源への依存性を考慮した予想復旧時間

標準シナリオ 最悪シナリオ

機能継続目標： １．　２．　３．

目標復旧時間（RTO）＝PRT
*

資源の予
想復旧時
間（PRT）

被依存資源

資
源
分
類

No.

直接
資源

作成年月日： 年 月 日

作成者： ①部局： ②氏名：

①

②

③

④

⑤



具体の作業としては， 
(a) 欄の機能復旧目標を番号で選定し，②欄に対応するRTOの値を作業ｼｰﾄ7から転記する． 
(b) 欄及び④欄には，資源の予想復旧時間（PRT）を記入する． 
(c) 欄には作業ｼｰﾄ6の相互依存ﾏﾄﾘｯｸｽの値（0又は1）と④欄のPRTの積を記入する． 
(d) 欄の各行の最も大きい値がPRT*である．このPRT*をRTOと比較すると，要求されている目標復旧時間に

対する各資源の復旧に要する時間の比率を「隘路度」として求める． 
 
 

 

補足説明）本表では，作業ｼｰﾄ13で求めた「隘路度」が100%を超える資源を抽出・整理し，隘路度を100%以下

に引き下げるためのPRTの削減率を求める．リスク対応計画の欄にはそのために取るべき手段を記載する．ﾘｽ

ｸ対応計画は，その実行のための優先順位，予算，体制，ｽｹｼﾞｭｰﾙ等を踏まえた事業継続戦略としてBCPに記述

される． 
 
 

作業シート14：隘路資源の発見とリスク対応プログラムの作成

PRT 隘路度
PRTの

必要削減率
PRT 隘路度

PRTの
必要削減率

隘路となる資源
リスク対応計画

Risk responding plan

標準ｼﾅﾘｵ 最悪のｼﾅﾘｵ


